















重要な権利としては，立会権（168 条 c 2 項，例えば弁護人による場合，




答 ― およそすべての積極的な協力 ― を、すべて拒否することが許され
（136 条 1 項 2 文，163 条 a 3 項 2 文および 4 項 2 文を見よ），また被疑者
の供述が，強制や欺罔に基づくことなくなされた場合にのみ，証拠とし
て使用することが許される（136 条 a，163 条 a 3 項，4 項）．
c)　それに加えて，被疑者は，国家強制の客体（拘禁，押収など）でもあ
り，証拠方法（身体検査 [81 条，81 条 a] や被疑者が証人と身上確認目的
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で対質させられる場合）でもある．しかし，その場合に許される処分は，
訴訟主体としての被疑者の地位を侵害することは許されない ．
問 72.　a)　検察官が，被疑者 B を起訴前手続において尋問するために召




【答】　a)　163 条 a 3 項 1 文は，検察局へ出頭するという被疑者の義務を
も基礎づけている．被疑者がこの義務を履行しない場合，検察官は彼を
同様に引致することができる（133，134 条の参照指示とともに 163 条 a 
3 項 2 文）．しかし，検察官によって命じられた引致の適法性の審査につ









かかわらず，被疑者が無断で欠席した場合（133 条 2 項）




察を用いて）検察局により行われる（36 条 2 項）．






ならない（136 条 1 項 1 文）．
(2) 事件について陳述するかしないかは，被疑者の自由であること，事前
に選任した弁護人と相談できること（136 条 1 項 2 文）およびその責を免
れるため，個々の証拠調を請求することができること（136 条 1 項 3 文）
を被疑者に教示しなければならない．それが有効な場合（例えば，複雑で，
記録や証明資料を使ってしか説明し得ない事実関係の場合）には，書面
により陳述できることも告げなければならない（136 条 1 項 4 文）．
(3)B の身上関係（一身上の事柄，しかもその他の一身的事情）の解明に
留意しなければならない（136 条 3 項）．
(4) 事件についての尋問に際して，「嫌疑の根拠を弁明し，かつ，自己に有
利な事実を主張する」機会を B に与えなければならない（136 条 2 項）．




136 条 1 項 1 文，3 項により考慮されなければならない．もちろん同様に，
爾後のすべての尋問においても，供述義務はない（243 条 4 項参照）．
問 74.　B は，裁判官ではなく，検察官あるいは警察官により尋問された．
このような場合においても，被尋問者は 136 条に列挙された 4 つの義務
を有しているか．




問 75.　a)　君は，次の場合を受け入れられるか．刑事係警部 K が，ある
工場に呼ばれたが，それは，従業員の貴重品が繰り返し跡形もなく消え
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その車中で A の運転免許証を見つけた．その後まもなく，P は A を路上
で見かけ，そして A に破損した自動車の運転者かどうかを尋ねた．A は
当初，当該自動車の運転者ではないと否定していたが，P が A に運転免
許証を差し出したところ，その自動車の運転者であることを認めた．こ
れに基づいて，刑法 316 条違反により，A に対する刑事訴訟手続が開始
された．現在 A は，当該自動車を運転していたことを否認している．P
の面前でなされた自白を有罪立証に使用することは許されるか．
【答】　公判において自白調書を直接採用することは，254 条 1 項により裁
判官の面前で自白した場合にしか認められない．しかし，判例は，原則
的に，P を証人として A が彼に述べたことについて尋問することを認め
ている（Nr.303 c 参照）．
　しかしながら，本問においては，A の自白に関する P の警察官として
の供述を持ち出し，そして，それを使用する可能性は，A が P から 136
条 1 項 2 文に定める供述拒否権について教示されていなかったことで無
くなる．それにもかかわらず，そのような供述を使用したならば，この
法律違反は上告理由となる．というのは，A に対してなされた P からの，
事故車両の運転者かどうかという質問をもって，A は被疑者になり（Nr.75
参照），136 条 1 項 2 文による教示がされなければならないからである．
　起訴前手続における 136 条 1 項 2 文の教示義務違反が，証拠使用禁止
を根拠づけるということは，BGHSt 38,214 以来，原則的に認められている．
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b)　P は A に対して ,  法律の規定どおり弁護人と相談する権利について
教示した．A が，前もって弁護人と話がしたいと申し出た時，A 自身が
供述する気があるのか，それともないのかを心得ておかなければならず ,
また , どのような決心をしたとしても A から弁護人を奪うことはできな










d)　A は 137 条に違反する彼の供述の使用を理由として ,  彼が公判にお
いて供述の使用に異議を唱えなかった場合も ,  上告することができるか .
【答】　a)　弁護人と相談する権利についての教示を怠った場合，Nr.76 で
述べられた原則が準用される（BGHSt 47,172,174; 疑わしいのは，BGH 
NStZ 97,609）．
b)　許されない（BGHSt 38,372）．本問においては，137 条 1 項 1 文違















の尋問が ― 再度の教示後も ― 行われてもよいからである．これは必要
なことである．なぜなら，被疑者は，しばしば「事件により頭の中が混
乱させられ」（BGHSt 42,15,19），かつ  ― 本問の場合  ― 言葉の障害に
よっても，弁護人を探すことが妨害されているからである．援助が欠け
ている場合においても，被疑者がそれに異議を唱えた場合，証拠使用を





　また，第 1 刑事部（BGHSt 42,170）も，類似の事案において，証拠使
用を認めた．この事案は，深夜のため弁護士と連絡が取れなかったため，
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問 78.　A は女友達 B にハシッシュを売った．警察官は，136 条に定める
教示をせずに B に質問したところ，彼女は麻薬を所持していた．彼女は，
事実どおり A が売人であると供述した．この B の供述を，A に対する麻




ことは許されない（Nr.76 a 参照）．しかし，この違反は，B との関係で
問題になるだけであって，A の権利領域との関係では問題にならない．
この決定は，連邦通常裁判所が 55 条について展開した権利領域説（Nr.364


























b)　被告人に対する審理が，夜の 9 時から朝方まで続いた ．









b) および c)　この 2 つの事例において，BGHSt 12,332 と 1,376 は，自由
な意思決定の侵害を認めなかった（問題あり）．
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b)　勾留命令が出されたが，その執行が 116 条により停止された被告人
（A）の弁護人 V は，公判において手続の停止に導いた 2 人の外国人証人
の尋問を証拠調請求したことに関連して，考慮を申し述べた（中断と完
全な再開については，229 条 4 項を見よ）．これに基づいて，裁判長は，
証拠調請求をするのであれば，A を再び収監しなければならないが，証
拠調請求をせず，かつ自白すれば，裁判所は一定の刑罰の高さで満足で














116 条 5 項に定める勾留命令を執行するための事由は与えられておらず，
それ故 A がした自白は使用することができないものとして判断されたか




d)　136 条 a は，  証人の尋問にも当てはまる（69 条 3 項，161 条 a 1 項 2 文，





問 82.　a)　被疑者は，起訴前手続において，鑑定人 S により検査されたが，























ないとした .　そこから,  そのような手段も禁止されている （LR/Hanack,
§136a,Rn.15,24,29,31）．
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問 83.　次のような尋問官の態度に，136 条 a 違反はあるか．













【答】　a)　違反がある．たとえ支配的見解と同様に 136 条 a における「欺
罔」概念を制限的に解釈するとしても，被疑者の状況を決定的な方法で
歪曲した明白な虚言は,　許されないと判断せざるを得ないだろう（LR/
Hanack,§136 a Rn.34;BGHSt 35,328 も見よ）．
b)　この場合，BGHSt 35,328 は，同様に 136 条 a 違反を認めた．曰く , 
尋問官による意識的な虚言であるため,  そこには許される術策は当然の
こと存在していない．
c)　このような態度に，136 条 a 違反はないとみるべきである．単なる（ま
た狡猾な）事実または証拠方法の秘匿は（おそらく，錯誤の利用の場合
も同様），136 条により禁止されていない（BGH StV 88,419）．









問 84.　a)　警察が，供述する気がない被疑者 B の監房へ 1 人の密偵を潜
入させたところ，その密偵は B から内密に供述を引き出した，という場
合をどのように評価するか．




【答】　a)　判例は，この場合において，136 条 a を類推適用し証拠使用
禁止を導き出した（直接適用が排除されたのは，尋問が存在しないから













c)　この場合， BGH NStZ 89,32 は，136 条違反を認めなかった．B は捜査
当局により欺罔されたわけでも，B に自己に不利益な供述をさせるため
に勾留が使用されたわけでもないからである．136 条 a 違反は，同房者が
捜査当局に対して密偵活動について継続して報告する場合にも存在しない．
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【答】　声の使用は，BGHSt 40,66（否定的な注釈があるのは ,  Achenbach/
Perschke,StV 94,577）によれば，声音照合が被疑者の欺罔により可能とさ








ならない（BGH NStZ 94,597 も同旨）．声を秘密裏にテープに録音する問
題については，Nr.399 参照．
問 86.　強盗の捜査手続において，警察は，証人 Z から，エジプト人であ
る被告人 A に嫌疑を向けさせるための証言を得た．これに基づいて，警
察は Z に，電話によるプライベートな会話の中で，被疑事実について巧
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して，「犯行とその経過について，死体をじっと見つめた印象…に基づい
て供述」したことが，「前もって用意していた供述よりも多くのことを語っ







深いものがある．なぜなら，一度 136 条 a 違反が生じれば，後の供述も
広く使用することはできないとしているからである（しかしながら，先
行する 100 条 b 違反による自白の使用不可能性について，BGHSt 35,32
参照）．手続違反の作用を及ぼし続けることを，「制限された尋問（qualif zierte 
Belehrung）」により予防することができる．被疑者に対して，前にした
供述は 136 条 a 違反により使用することができないことが，伝えられ
なければならない（LG Bad Kreuznacha StV 94,293;LG Frankfurt a.M. StV 
03,325）．
問 88.　a)　被疑者 B は，尋問の際，警察官 P に殴られた．この虐待が，
B の供述の内容に何らかの影響を及ぼしているかどうかは確認されてい
ない．
b)　Hamburg 高等裁判所 (NJW 05,2326) は，被告人 El Mottasadeq の，










b)　Hamburg 高等裁判所 は，136 条 a 3 項 2 文の証拠使用禁止を，アメ
リカの捜査官による人間の尊厳に対する特に甚だしい違反のもとで
実現された認識についても，一般的に類推適用が可能であると判断し
た．しかしながら，支配的見解，および BGHSt 16,164 の見解によって
も，「疑わしきは被告人の利益に（in dubio pro reo）」の原則は，136 条
a には当てはまらない．「手続の瑕疵は，証明されなければならない」





問 89.　被疑者 B は虐待の影響下で，どこに被害者の死体を埋めたかを自


























慮に入れることは許されるか，それとも 136 条 a 3 項 2 文によりそれは
排除されるべきか．
b)　X が A に，「もし白状しないのであれば，おまえの目をくり抜くか，
鼻と耳を削ぎ落とすぞ」と威嚇した場合の法律状況はどうなっているか．
c)　警察官 P は，A が X の妻殺しの犯人であると思った．P は，A に殺
人について無理やり自白させるために，暴行（事例 a）または脅迫（事例
b）を加えることを X に促した．この自白を使用することはできるか．
【答】　a)　通説によれば，136 条 a において禁止された方法を使って私
人が脅して取った供述は，裁判官が確信を形成する際に使用することが
できる．それ故，136 条 a は，刑事訴追機関にのみ向けられているに過
ぎない（細分化するのは，LR/Hanack,§136 a,Rn.9ff.; 鑑定人については，




c)　できない．a) と b) において詳述されたルールは，私人が刑事訴追の
権限を有する者により 136 条 a の方法を用いることを勧められている場













ヨーロッパ勾留命令および加盟国間における引渡手続に関する 2002 年 6
月 13 日のヨーロッパ理事会の枠組決定（ABl.EG2002,L 190/1）に翻訳し
て，2004 年 7 月 21 日のヨーロッパ勾留命令法（BGB.I,1748）により，刑
事事件司法共助法 [IRG] を補充することによって，刑事訴追の目的で，ド
イツ国内に居住する人物をドイツから EU 加盟国へ引き渡すことを認め
た．しかしながら，BVerfGE 113,273 は，この法律を無効とした ．
問 92.　a)　刑事訴訟法はどのような勾留理由を認めているか．
b)　なぜ，112 条 3 項の規定は，憲法的にみて憂慮すべきことなのか．ま




1.　逃亡または逃亡の恐れ（112 条 2 項 1 号，2 号），
2.　罪証隠滅の恐れ（112 条 2 項 3 号），
3.　犯罪の重大性，つまり，テロリスト結社の結成，謀殺，故殺，国民虐殺，
重傷害，特別重放火もしくは放火致死の被疑事実，または爆発物爆破惹
起の被疑事実 （112 条 3 項），
4.　犯罪反復の恐れ，もっとも，特定の性犯罪および条文に列挙された，
法秩序に重大な影響を及ぼす犯罪を反復または継続して行う場合のみ
（112 条 a を読め !）
である．
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がたいものとなるという考慮は，112 条 3 項に基づく拘束にとって，決
して十分ではない．連邦憲法裁判所が,  このような新解釈により，112 条
3 項を勾留理由の体系にある程度有機的にはめ込むことに成功している．
現在，112 条 3 項は，その適用にとって，「確かにある事実をもってして
は証明し得ないが，事件の諸事情に従って判断すれば，全く排除される
わけではない逃亡または罪証隠滅の嫌疑は，場合によっては既に十分と


















問 94.　被疑者 B が否認している．これまで彼に対して存在する状況証拠
では，公判手続を開始するためには（203 条：十分な犯罪の嫌疑），不十
分である．4 つの勾留理由のうちの 1 つが存在する場合，彼に対して勾留
命令を発することはできるか．



















条 1 項 2 文により許されない．長期 6 月の自由刑あるいは 180 日以下の
罰金刑のみが定められている犯罪においては，113 条により罪証隠滅の恐
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c)　勾留の期間の場合．勾留の期間は，121 条により可能な限り 6 月以上
継続してはならない ．（ただし，「重大な理由（wichtiger Grunde）」があ
る場合は除く）．122 条 a も参照．
d)　勾留命令の取消の場合．勾留命令の取消は，120 条 1 項により，「爾
後の勾留が事件と言渡されるべき刑罰または保安処分を考慮し，均衡を
失すること」が判明したときに行われる．















管轄は，勾留裁判官としての捜査裁判官にある（162 条，125 条 1 項）．








裁判官が職権で勾留命令を発することができる（125 条 1 項）．中間手続
と公判手続においては事件が係属する裁判所が，上告が申し立てられて
いる場合は不服を申し立てられている判決をした裁判所が，それぞれ勾
留命令を発する（125 条 2 項）．裁判官は職権で活動できるが，検察局を
聴取する必要がある（33 条 1 項，2 項）．
c)　勾留と関連する別の裁判については，原則的には，勾留命令を発した
裁判官が管轄を有する（126 条　mit modifzierenden Einzelheiten）．
d)　それどころか，拒絶しなければならない．というのは，確かに裁判官
は 162 条 3 項により，請求された行為が法的に許されるものであること
のみを審査しなければならない．しかし，逃亡の恐れの存在は，勾留命














【答】　a)　勾留状には，次の事項を記載しなければならない（114 条 2 項，
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引致しなければいけない（115 条 1 項）．この規定は，ヨーロッパ人権条








ついて教示する（115 条 4 項）．
問 100.　B は，まさに国境を越えようとしたとき，勾留命令に基づき逮
捕された．115 条 2 項により，逮捕の翌日までに管轄を有する裁判官は B
を尋問しなければならないが，管轄裁判所所在地との距離的な隔たりが





【答】　a)　115 条 a 2 項 3 文によれば，勾留命令がその間に取り消され
ている場合，または人違いであった場合には，裁判官は B を釈放しな
ければならない．さらに，そもそもはじめから勾留命令が発せられてい
ない場合（支配的見解；例えば，LR/Hilger,§115 a Rn.8-11 参照），なら




判官は，勾留の維持に対する疑問を，115 条 a 2 項 4 文に定める迅速な方
法で（たいていの場合は電話）管轄を有する裁判官に通知する可能性を，
160
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常に有しているに過ぎない．
　しかしながら，これは，― 例えば，聖木曜日に逮捕する場合（BGHSt 
42,343 を見よ） ― 人身の自由の著しい基本権侵害に至り得る（基本法 104





















る（116 条 2 項）．この場合の執行停止は，任意的（「ことができる（kann）」）
である．なぜなら，この方法の効果は不正確だからである．
(3) 犯罪反復の恐れが，一定の指示に従うことによって著しく減少し得る場
合も，執行を停止することができる（116 条 3 項）．
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問 102.　B は 112 条 3 項により勾留された．なぜなら，彼には故殺の差
し迫った嫌疑があり，比例の原則（112 条 1 項 2 文）によっても勾留命令
の放棄は問題になり得ないからである．しかし，裁判官は，116 条により
勾留命令の執行を停止したい．これは可能か．
【答】　この問題は，現行の 116 条創設当初は ,  非常に争いがあった．し
かし ,　それを否定する見解が優勢であった．なぜなら，116 条は，112
条 2 項，112 条 a の勾留の場合における執行停止の可能性を明示的に挙げ
ているが，112 条 3 項については何も語っていないからである．また，「よ
り緩やかな処分」は，手続確保の目的または予防目的ではなく，犯罪の
重要性自体が勾留を正当化するところでは，何の意味も持たないことに
なるからである．しかし，BVerfGE 19,342（Nr.92 b 参照）が，もっぱら
手続確保の目的にのみ適用できると宣言して以来，より緩やかな方法で
逃亡や罪証隠滅の恐れを排除することができるのであれば，そこに掲げ













b)　しなければならない．33 条 2 項．
c)　裁判官は，裁量で命じることはできず，次の 3 つの場合において許さ
れるに過ぎない（116 条 4 項）．すなわち，著しい違反行為をした場合，
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信頼の基礎が欠如した場合および身柄の拘束を必要とする新たな事実が






問 104. 裁判官による尋問を経て，B に対する勾留は維持された．これに
対して，彼は法律上の救済手段を講じたい．彼は何をすることができ，
また誰がそれを管轄するのか．
【答】　B は 2 つの可能性を持っている．すなわち， 
1. 彼は，勾留抗告（304 条 ff.）を申し立てることができる．勾留抗告は，
勾留裁判官について（306 条），抗告裁判所，つまり地方裁判所刑事部に
送付され（裁判所構成法 73 条），その裁判に対して，（高等裁判所に）再
抗告することが認められる（310 条）．他の場合とは異なり（309 条 1 項），
抗告について，口頭弁論を経て裁判することができる（118 条 2 項）．
2. 彼は，勾留審査も請求することができる（117 条 1 項）．ここでは，勾
留裁判官が（126 条），（被疑者の申し立てで，必須の，さもなければ裁判
官の裁量による）口頭弁論を経て（118 条 1 項）起こり得る証拠調をもっ
て（詳細は，118 条 a），勾留命令が取り消されるべきものかどうか，ま
たは少なくともその執行が停止されるべきものかどうかについて裁判す






問 105.　B の勾留開始から，3 ヶ月 ― つまり，通常の限度期間の半分（121
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条） ― が経過した .  この時，彼は何ができるか．
【答】　a)　彼は，  弁護人の申請ができる（117 条）．これは， さしあたり「勾
留が継続する間」だけである．しかしながら，少なくとも公判手続開始 2
週間前までに B が釈放されない場合，弁護人の任命はその後の手続に対
しても効力を有する（140 条 3 項 2 文）．
b)　B が，勾留されてから現在に至るまで，認められた 2 つの法律上の救
済手段を講じてこなかった場合， 職権で勾留審査が行われる（117条5項）．




c)　B は，既に 1 度口頭弁論が開かれ，それに基づき勾留が維持された場
合において，その時から少なくとも 2 ヶ月が経過したときは，彼は新た











留者にも妥当する （より詳しくは，刑事執行法 178 条を見よ）．細目につ
いては，勾留執行規則（UVollzO）に規定されているが，これは連邦全体
に通用している単なる行政規則に過ぎない．
b)　119 条 3 項によれば，勾留の目的（手紙に，例えば，逃亡や罪証隠滅
の計画が書いてある），または施設内の秩序維持に必要な場合，手紙を差
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c)　勾留命令を発した裁判官である（119 条 4 項，126 条）．この裁判に対











き（120 条 3 項 2 文），同時に，申請を許可しなければならない裁判官に
よる勾留命令の取消を請求することができる．それ故，われわれにとって，
裁判官が検察官の決定に拘束されている,  という稀有な事例が,  ここにあ
る（120 条 3 項 1 文）．












留の継続が正当とされる場合に生じ得る（121 条 1 項）．






（BVerfGE 36,264; BVerfG NJW 03,2895;BGHSt 38,43）．そのため，過剰負
担は，突然で，かつ予見可能性も回避可能性もない場合に限り，重大な














のような表現は，155 条，200 条，203 条 264 条の訴訟上の犯罪事実概念
の意味で解釈すべきであるということから出発する場合（Nr.200 参照），
詐欺は「新たな犯罪事実」であり，それ故新たな勾留も開始する．しか
しながら，第 1 の解釈は，本問のような場合 ,   被疑者に客観的には正当
化されない特権を与えることになる．というのは，121 条は，1 つの歴史
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は ，職務上の義務違反から生じる請求権を有する（民法 839 条，基本
法 34 条）．単なる客観的違法性については，ヨーロッパ人権条約 5 条は，
損害賠償の請求権を認めている（i.E.s.BGHZ 45,46）．










剥奪が各開始日当り総額 11 ユーロで補償される．刑事訴追補償法 7 条 3
項）．Nr.499 も参照．








いて，公共の安全にとって必要があるときは，裁判所は，126 条 a により
仮収容を命じることができる．すなわち，予防警察的な措置が重要なの
である．その際，勾留命令に相当する収容命令が発付されなければなら
ない．その他の点についても，勾留に関する規定が準用される（126 条 a 
2 項）．











b)　X は，D から目を離さないでおくとか，163 条 b 1 項に従って犯罪の
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いて，警察官は，急を要するとき 127 条 2 項により，勾留命令の要件が
存在している限り，D を仮逮捕することができる（Nr.91 参照）．それ故，
127 条 2 項は，裁判官による勾留命令では間に合わない場合の，いわば拘
束の準備として使われている．
　警察官と連絡が取れない場合にはじめて，X は D を民法上の自力救済
により，取り押さえることができる（民法 229 条，230 条）．
c)　127 条は，仮逮捕を 3 つのタイプに類別する （Achenbach,JA 81,660 参
照）．すなわち，
―　身柄確保および身元確認のための明白な逮捕（現行犯に基づく逮捕），
127 条 1 項 1 文．
―　検察局および警察官による身元確認のための職務上の逮捕（163 条
b/c と関連する 127 条 1 項 2 文）．
―　勾留確保のための職務上の逮捕，127 条 2 項．
である .
それに加えて，1997 年以来，127 条 b 1 項による，促進手続における公
判の確保のための仮逮捕の可能性がある（Nr.501 参照）．
問 113.　トラック運転手 A は，トラックで会社 R に粉末洗剤を搬入した．
積み荷を降ろした後，納入品が 1 箱見当たらなかった．警備員 H が，トラッ
クを注意深く捜し回ったところ，包装用品の下から見当たらなかった箱
を発見した．K は，電話で呼び寄せた警察官が到着するまで，A が出発
するのを阻止する場合，127 条 1 項によりどころを求めることはできるか
（OLG Hamm NJW 72,1826）．








　知られた見解は，127 条 1 項に定める措置は「真犯人」に向けられなけ
ればならず，犯罪行為あるいは少なくとも違法な行為（刑法 11 条 1 項 5 号）
が明白に行われていなければならないということを認める（OLG Hamm 
zu weiteren Differenzierungen Hillenkamp m.w.N.）．しかし，このような
実体法的な考察方法は，常に嫌疑の状況において刑事訴訟法上の手続確
保のための措置が行われなければならないということを見誤っている．


















D を逮捕した．X は，127 条 1 項 1 文によりカバーされるか．
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らである．しかし，X は D に向けて発砲することは許されない．という









限りは常に許されない（wohl weitergehend BGHSt 45,378,381）．















問 116.　a)　警察官 P は，宝石店から覆面をした男 M が走り去るところ
を目撃した．P が検察局の捜査官ではない場合，M を仮逮捕することが
できるか．
b)　P が M を追跡していることを，君は受け入れなければならない．そ
の際，やむを得ない場合には，P は銃器の使用が許されるか．
c)　Nr.37 の事例において，P と K は，人質解放のために他に取る方法が
ないので，銀行強盗のうちの 1 人を射殺した．君には，刑事訴訟法により，
これに対する権限が与えられているか．




官だけでなく）には，127 条 1 項 1 文により仮逮捕の権限が与えられてい
る．同様に，勾留命令の要件を満たしかつ急を要するときも，この権限






























d)　検察局とすべての警察官は，127 条 1 項 2 文，163 条 b 1 項 1 文により，
犯罪行為のあらゆる嫌疑者に対して，身元確認のために必要なあらゆる 
措置を講ずることができる．そこから，M を仮逮捕することができ，また，
例えば 81 条 b により鑑識事務上の措置を受けさせることができる．この
ことが犯罪行為の解明に必要である場合には，犯罪の嫌疑のない Z に対
してでさえも，身元確認が許される．もっとも，鑑識事務上の措置は，Z




a)　議員は，127 条 1 項 1 文により逮捕され得るか．








ない（基本法 46 条 2 項）．この場合において，その後続く刑事手続につ
いては，有罪判決を受けるまで許諾を受ける必要はない．もっとも，場
























c)　この場合，裁判所構成法 183 条は介入しない（不可罰的行為 !）．しかし，
おそらく，裁判所構成法 177 条は，裁判所の命令に基づいて妨害者を 24
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時間抑留することを許している．
問 119.　a)　仮逮捕後の手続はどのように進行するのか．それは，刑事訴
訟法 127 条，163 条 b に依拠するのか，それとも裁判所構成法 183 条に依
拠するのか．




ある）．その際，136 条，136 条 a を指図するとともに，163 条 a 4 項が
遵守されなければならない．仮逮捕された者が無罪である，または逮捕
理由がもはや存在しないことが判明した場合，彼は釈放される．これは，
ほとんどの場合，一身上の事柄の捜査のための 127 条 1 項 1 文，163 条 b 
1 項 1 文に定める逮捕の事例である．彼が再度解放されない場合，遅滞な
く（遅くとも翌日に），その者がその管轄区域内で逮捕された簡易裁判所
の裁判官のもとに，引致されなければならない（128 条 1 項，163 条 c 1
項 2 文）．それから裁判官は，引致の場合と同様に，115 条 3 項，4 項に
より勾留命令に基づいて手続し，被逮捕者を尋問後釈放するか，あるい
は勾留命令を発することにより仮逮捕を勾留に切り替える（起訴後の管
轄については，129 条参照）．このような規定は，基本法 104 条 3 項に合
致する．
b)　すべきではない．164 条の場合においては，職務上の自力救済権は，
妨害を排除するまで，遅くとも翌日の終了までしかない（基本法 104 条 2
項 3 文）．また，裁判所構成法 177 条の場合においても，裁判官への引致
は必要ではない．なぜなら，勾留は，いずれにしても 24 時間を超えるこ
とは許されないからである．
（たにわき・まさと　桐蔭横浜大学法学部法律学科准教授）
